
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,150 円 3,368 円

3,240 円 3,446 円

3,240 円 3,484 円

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成２５年度

平成２６年度 平成２６年度

平成２７年度 平成２７年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料　１０㎥まで　１，５１２円　　 　超過使用料 　１１㎥から　３０㎥まで　１７２円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１㎥から　５０㎥まで　１８３円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１㎥から１００㎥まで　１９４円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　１００㎥以上　　　　　　　　２１６円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料　１０㎥まで　１，５１２円　　　 超過使用料 　１１㎥から　３０㎥まで　１７２円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１㎥から　５０㎥まで　１８３円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１㎥から１００㎥まで　１９４円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１００㎥以上　　　　　　　　２１６円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　１．水道水以外の水のみ利用の場合は、１世帯の基本水量を１０㎥とし、世帯人員１人につき４㎥加算
　　　した水量を認定水量とする。
　２．水道水と水道水以外の水とを併用の場合は、水道水の使用水量と「１」の認定水量を比較し、いず
　　　れか多い方の水量を採用する。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

27.8人／ha

　最上川流域下水道　村山浄化センター

有

処 理 区 数 　１処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　当初より一部事務組合で事業を実施しているため、広域化は図られている。また当初下水道整備区域だっ
た地区で、費用対効果や地理的条件等を考慮し、事業の見直しを行い、下水道整備区域から除外し合併処
理浄化槽整備区域で推進していく等、最適化を図っています。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用

尾花沢市大石田町環境衛生事業組合下水道事業経営戦略

平成１４年度
（１４年）

尾花沢市大石田町環境衛生事業組合

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付します。

　平成２７年度に策定しました、平成２６年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
　この表の分析欄に示していますが、他の市町村より下水道の供用開始が後発ながら、水洗化率は高い数値となっております。これは早期
接続者に対する、受益者負担金軽減措置によるものと考えられます。
　それから企業債残高について、まだ整備途中という事もあり類似団体に比べ高い数値になっており、地方債償還金についても使用料のみ
での運営は困難であり、構成市町からの繰入金に依存している状況です。

　（※添付した経営比較分析表の数値等は公共のみで、田沢特環は含まれていません。）

職 員 数 　平成２８年度現在　６人（課長　１人　　業務係　３人　　工務係　２人）

　下水道課は業務係と工務係の２つの係で事業を行っています。供用開始は平成１４年度ですが、その当時
は工事の発注が多く下水道課担当職員は９人おりましたが、整備が進むにつれ工事数も減少し、比例した形
で職員数も減っています。

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

　マンホールポンプ等の施設の維持管理、保守点検業務を民間に委託していま
す。

民 間 活 用 の 状 況



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　平成１４年度に供用開始され１４年が経過しており、大石田地区はほぼ完了していますが、尾花沢地区においては整備途中であり、今後も
住宅密集地を中心に整備を実施していく予定です。また供用開始区域での新築家屋も増えており、それに伴う新規公共汚水マスの設置工
事も行っていく予定です。
　経年劣化による管渠やマンホール等の修繕については、今後長寿命化の事業計画等を策定し維持管理に努めてまいります。

　下水道事業の必要性や現状を市町民に理解して頂き、今後も下水道への加入促進に努め、水洗化率及び使用料の収納率の向上に向
け、広報活動や使用料徴収に取り組み、収入の確保を図ります。
　整備区域については、大石田町はほぼ完了しているため、尾花沢市での整備がほとんどを占めている状況にあります。また、供用開始か
ら１４年が経過し管渠やマンホールポンプ等まだ新しい施設ですが、今後老朽化していく施設の長寿命化対策も検討していかなければいけ
ないと考えております。
　これまでの建設投資に伴う公債費や、施設整備費、維持管理費等に大きな負担を強いられておりますが、限られた財源の中、適正な事業
計画と財政計画を基に経営を行っていくと伴に、将来的には公営企業会計適用により透明性を高め、経営状況を分かりやすく提供できるよ
う検討してまいります。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　市町からの繰入金を極力減らすため、受益者負担金、及び使用料の収納を確実に行っていきます。使用料収入については、構成市町全
体として人口が年々減少していますが、今後も未整備地区の下水道整備を進めていくため、使用料収入は微増していくと思われます。しか
し地方債償還金など、使用料収入で運営していくのは困難なため、資本費平準化債を発行している状況にあります。また、今後料金改定に
ついても計画していかなければいけないと考えています。

　職員給与費については、今後の事業量を考えても職員が増えることは想定できないので、２８年度ベースで推移するものと考えます。
　修繕費については、供用開始から１４年経過しているものの、これまで大規模な修繕ありませんでした。今後突発的な故障が起きることの
ないように、不具合箇所の早期発見に努めてまいります。
　また民間に委託している、管渠、マンホールポンプ等の維持管理、保守点検業務は今後も継続して、安定した施設運転を行っていきま
す。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　平成１４年度に供用開始され１４年が経過しておりますが、老朽度が低いため更新にお
ける民間資金、ノウハウの活用に対する検討は行っていません。今後検討が必要になる
と思われます。

　平成１４年度に供用開始され１４年が経過しておりますが、今後も整備が予定されてい
るため、国の補助金制度や、地方債の発行を活用し投資の平準化を図っていきます。

　当初より一部事務組合で事業を実施しているため、広域化は図られている。
　また、費用対効果や地理的条件等を考慮し、事業の見直しを行い合併処理浄化槽整
備区域で推進していく等、最適化を図っていきます。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
　建設改良については、国の補助金の活用や有利な起債を発行するなどして、事業を
推進していこうと考えています。また、受益者負担金、使用料の滞納対策に取り組むと伴
に、加入促進に努め財源を確保していきます。

　公共下水道事業における資産は主に管渠ですが、資産活用による収入確保について
は現在のところ計画しておりません。

　中心部の整備が完了していることから、料金収入の大幅な増加は見込めないが、今後
も下水道整備が継続されることで、加入者も微増していくと思われる。現在のところ使用
料の見直しの計画はありませんが、運営の安定化を図るため、将来的に必要と考えてい
ます。

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　ＰＰＰ／ＰＦＩ等の民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性を考え、
今後の検討課題と捉えています。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年進捗管理（モニタリング）を行い、必要に応じて見直しを行うことにより、本経営戦略の事後検
証、更新等を行っていきます。

職員給与費に関する事項
　整備事業は継続されていくものの、当初供用開始された時期よりは事業量が減少して
いるため、今後も現人員のままでいくものと考えています。

動力費に関する事項
　機器の運転方法を見直したりして、電気料金の削減に努めておりますが、今後設備の
更新を行うときは、省電力型の機器を導入するなど省エネ対策に努めていきます。

修繕費に関する事項
　流域下水道に接続しており、県で運転管理している施設で汚水処理しているため、修
繕費も含めた形で負担金を納めていますが、協議会等の会議時に検討していきたいと
考えています。

委託費に関する事項
　現在、管渠やマンホールポンプ等の維持管理、保守点検業務を委託していますが、今
後も継続していき、新しい制度や取り組みにより、より一層安定した運転を行っていきま
す。

その他の取組
　加入者の促進、収納率向上など財源確保に努め、費用対効果を検証しつつ事業に取
り組んでいきます。

薬品費に関する事項
　流域下水道に接続しており、県で運転管理している施設で汚水処理しているため、薬
品費も含めた形で負担金を納めていますが、協議会等の会議時に検討していきたいと
考えています。


